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○ 日本は今、「人口減少時代」に突入しています。
○ 国の「まち・ひと・しごと創⽣⻑期ビジョン」（平成26年12月）では、人口減少は「静かなる危機」と呼ば
れており、日々の生活においては実感しららいものの、このままでは、我が国の人口は急速に減少し、その結
果、将来的には経済規模の縮小や生活水準の低下を招き、究極的には国としての持続性すら危うくなると
警告しています。
○ 大阪府においても、「大阪府人口減少社会白書」（平成24年３⽉策定。平成26年６⽉⼀部改
訂。）では、府の総人口は2010(平成22)年の887万人をピークに減少し、30年後の2040(平成52)
年には、750万⼈程度（135万人の減少）となると予想しています。
○ また、東京一極集中の影響は、大阪府にも大きく及んでおり、東京圏への転出超過（2010〜2014年
の５年間で37,902⼈）の状況が続いています。経済機能等の流出ともあいまって⼤阪の活⼒低下を招
いているとの指摘もあります。

○ 国の⻑期ビジョンでは、今後めざすべき将来の⽅向を「将来にわたって「活⼒ある⽇本社会」を維持する」と
位置づけ、その実現には⼈⼝減少に⻭⽌めをかけることが必須であるとしています。
○ 若い世代の就労・結婚・子育ての希望が実現すると、合計特殊出⽣率（以下「出⽣率」という。）が

1.8程度の⽔準まで向上する（1.8はOECD諸国の半数近くの国で実現している⽔準）ことが⾒込まれま
す。
○ 2020(平成32)年に出⽣率が1.6程度、2030(平成42)年に1.8程度まで向上し、2040(平成52)
年に今後も⼈⼝を維持するために必要とされる⽔準（⼈⼝置換⽔準＝2.07(2013年時点)）が達成さ
れれば、2060年においても総⼈⼝１億⼈程度を確保できるとしています。
○ また、「人口の安定化」と「生産性の向上」が実現するならば、2050年代の実質GDP成⻑率は1.5〜
２％程度の維持が可能としています。
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○ 国の⻑期ビジョンでは、今後の基本的視点として、
① 「東京一極集中」の是正
② 若い世代の就労・結婚・⼦育ての希望の実現
③ 地域の特性に即した地域課題の解決
を掲げ、取組みを進めることで、将来的に人口構造そのものを変えるとともに、今後数⼗年間は⼈⼝減少
が避けられないことから、⼈⼝減少社会に対応した効率的かつ効果的な社会システムを再構築することが
重要としています。

○ ⼤阪府においても、国の⻑期ビジョンや⼈⼝減少社会⽩書をベースに、一定の条件の下で人口の将来展
望を⾒通し、それを踏まえて着実に取組みを進めていくことが求められています。

○ このビジョンでは、2015(平成27)年から2040(平成52)年を⾒通しています。

１．はじめに
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２．⼤阪府の⼈⼝の潮流



２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（1）総人口 ■人口総数の推移①
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○ 大阪府の人口は2010(平成22)年10月の国勢調査では887万人と、2005(平成17)年の同調査か
ら約５万人増加しました。しかし、今後は減少期に突入し、2040(平成52)年には750万人となり、
2010(平成22)年からの30年間で137万人の急激な減少が⾒込まれています。
○ この傾向が続くと、2060(平成72)年には、600万⼈程度まで減少する可能性があります。
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出典：2010年までは総務省「国勢調査」。2015年以降は、大阪府「大阪府の将来推計人口の点検について」（平成26年３⽉）における大阪府の人口推計（ケース２）を基に、
大阪府政策企画部推計。
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２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（1）総人口 ■人口総数の推移②

9出典：地域経済分析システム（RESAS）より大阪府政策企画部作成。2040年については、大阪府「大阪府の将来推計人口の点検について」（平成26年３⽉）における大阪府の人口推計
（ケース２）を基に、大阪府政策企画部推計。

○ ⼤阪府の⼈⼝構成は、⾼度成⻑期の1980(昭和55)年は、都市に多くみられる「星型」を⽰していまし
たが、少子・高齢化の進展に伴い、2040(平成52)年には、いわゆる「団塊ジュニア世代」が65歳を超え、
逆三角形の「つぼ型」に遷移すると予想されます。
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２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（1）総人口 ■人口構成の変化①
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出典：2010年までは総務省「国勢調査」。2015年以降は、大阪府「大阪府の将来推計人口の点検について」（平成26年３⽉）における大阪府の人口推計（ケース２）を基に、

大阪府政策企画部推計。

○ 1950年代半ば(昭和30年代)以降に⼤阪府に⼤量に流⼊してきた「団塊世代」と、その⼦どもたちであ
る「団塊ジュニア世代」の人口が多く、これらの２つの世代が順に高齢化していく一方、「団塊ジュニア世代」
が出産年齢を迎えた時期に、出⽣率が低下したこともあいまって、“⼈⼝の波”が訪れず、今後全体として緩
やかに減少していくことが予測されます。
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（1）総人口 ■人口構成の変化②
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出典：2010年までは総務省「国勢調査」。2015年以降は、大阪府「大阪府の将来推計人口の点検について」（平成26年３⽉）における⼤阪府の⼈⼝推計（ケース２）を基に、
大阪府政策企画部推計。

○ 高齢者人口は年々増加し、2010(平成22)年の196万人が、2040(平成52)年には269万人になる
と⾒込まれます。⼀⽅、生産年齢人口は大きく減少し、2010(平成22)年の565万人から156万人減少
し、2040(平成52)年には409万⼈となり、年少⼈⼝も117万人から72万人にまで減少すると予測されま
す。
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※ 年少人口：0歳〜14歳、生産年齢⼈⼝：⽣産活動の中⼼となる15歳〜64歳、高齢者人口：65歳以上
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（1）総人口 ■人口構成の変化③
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○ 高齢者⼈⼝の割合は年々増加し、2040(平成52)年には、全体の35.9％を占めると⾒込まれます。⼀
⽅、⽣産年齢人口の割合は減少を続け、2040(平成52)年には、2010(平成22)年の64.4％から
54.5％まで減少し、年少⼈⼝の割合は、全体の１割未満の9.6％にまで減少すると予測されます。

高齢者１人を支える現役世代は、
2010(H22)年では、2.88人ですが、
2040(H52)年では、1.52人になってしまいます。

2010(H22)年 2040(H52)年

出典：2010年までは総務省「国勢調査」（年齢不詳は除く）。2015年以降は、大阪府「大阪府の将来推計人口の点検について」（平成26年３⽉）における⼤阪府の⼈⼝推計（ケース２）
を基に、大阪府政策企画部推計。

(S40)  (S45)    (S50)   (S55) (S60)       (H2)       (H7) (H12)      (H17)      (H22)     (H27)      (H32)     (H37)      (H42)      (H47)     (H52)
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２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（1）総人口 ■世帯数と世帯構成の変化
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○ 高齢世帯数をみると、2010(平成22)年では120万世帯であるのに対し、2035(平成47)年では148
万世帯と、25年間で28万世帯増加すると⾒込まれます。
○ また、高齢単独世帯数も2010(平成22)年の45万世帯から2035(平成47)年には65万世帯と20万
世帯増加すると予測されます。

出典：2010年までは総務省「国勢調査」。2015年以降は、⼤阪府住宅まちづくり部推計。

(S55) (S60)        (H2)        (H7) (H12)      (H17)       (H22)      (H27)       (H32)      (H37)   (H42)      (H47)    
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２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（2）自然増減 ■出生数・死亡数の推移と将来推計
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○ 大阪府の死亡数は増加傾向が続き、2010(平成22)年には1970(昭和45)年の約２倍まで増加しま
した。一方、大阪府の出生数は、1970(昭和45)年に戦後のピークを迎えて以降減少が続き、2010年
(平成22)年には1970(昭和45)年の約２分の１にまで減少しました。併せて、それ以降死亡数が出生
数を上回り、「自然減少」に転じました。
○ 2040(平成52)年には、それぞれ約３倍、約３分の１になるなど、深刻な⼈⼝減少社会の到来が⾒込
まれます。

出典：2010年までは総務省「国勢調査」。2015年以降は、大阪府「大阪府の将来推計人口の点検について」（平成26年３⽉）における⼤阪府の⼈⼝推計（ケース２）を基に、
大阪府政策企画部推計。
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２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（2）自然増減 ■出⽣率の推移と将来推計
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○ 出⽣率をみると、団塊ジュニア世代の誕⽣以降低い値で推移してきましたが、近年わずかながら改善の傾
向にあります。しかし、今後も人口を維持するのに必要とされる水準（人口置換水準＝2.07）を下回って
推移するとみられ、出産年齢を迎える⼥性そのものの数が減少することもあいまって、出生数の減少は続くと
⾒込まれます。

出典：2010年までは厚生労働省「⼈⼝動態統計」、総務省「国勢調査」
2015年以降の合計特殊出⽣率については、国⽴社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」(平成25年３⽉)、出生数推計については、「大阪府の将来推計人口の点検について」
(平成26年３⽉）における大阪府の人口推計（ケース２）を基に、大阪府政策企画部推計。
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（％） ⼥性の有配偶率（15〜49歳）

２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（2）自然増減 ■有配偶率の全国⽐較

○ 出⽣率が低い⽔準で推移している理由について、以下のような要因が考えられます。
○ まず、男⼥別の有配偶率（15歳〜49歳）を全国と比較すると、大阪府は男性42.3％とほぼ平均の
⽔準となっている⼀⽅で、⼥性は47.1％と平均を大きく下回っています。
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（％） 男性の有配偶率（15〜49歳）

全国平均：42.8

全国平均：50.1

出典：総務省「平成22年国勢調査」



２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（2）自然増減 ■⽣涯未婚率の年次推移

17

○ ⽣涯未婚率は、男性・⼥性ともに全国平均を上回る⾼さで推移しています。
○ また、特に近年、全国・⼤阪府ともに⾼くなる傾向にあります。

出典：国⽴社会保障・人口問題研究所「⼈⼝統計資料集」（2015年）
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２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（2）自然増減 ■平均初婚年齢の推移
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○ 平均初婚年齢は年々⾼くなっており、2014(平成26)年には男性は31.0歳、⼥性は29.5歳まで上昇
しています。

出典：厚⽣労働省「人口動態統計」
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２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（2）自然増減 ■出⽣時の⺟親の平均年齢の推移

19

○ 出⽣時の⺟親の平均年齢についても、特に第１⼦出⽣時の年齢は上昇を続けており、いわゆる晩産化
の傾向が進⾏しています。

出典：厚⽣労働省「人口動態統計」
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２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（2）自然増減 ■⼤阪府の出⽣率が低い⽔準でとどまっている原因分析

20

○ 出⽣率が低い要因としては、ライフスタイルの変化等に加え、経済的な要因や、都市部特有の核家族化
の進展なども考えられます。
○ 大阪府では、「男性の育児総平均時間」、「就業率」、「三世帯同居率」、「⼦ども1,000人あたりの保育
所数」がいずれも全国平均を下回っており、これらが複合的に重なることにより、出⽣率が低い⽔準でとどまっ
ている可能性があります。

出典：総務省「平成22年国勢調査」、厚⽣労働省「平成22年社会福祉施設等調査」
※ 子ども=0〜5歳人口
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２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（3）社会増減 ■自然増減・社会増減の推移（散布図）

21

○ 横軸に自然増減、縦軸に社会増減を示した散布図を大阪府と東京圏(※)について比較すると、形はほ
ぼ同じものの、明らかに東京圏では「社会減」がほとんど生じておらず、人口が一貫して増え続けていることが
分かります。

出典：「地域経済分析システム（RESAS）」より大阪府政策企画部作成

1960
1960

2013

2013
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※東京圏＝東京都、埼⽟県、千葉県、神奈川県の⼀都三県



２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（3）社会増減 ■大阪府への転入・転出状況（都道府県別）

22

出典：「地域経済分析システム（RESAS）」（2014年）より大阪府政策企画部作成

【転入超過内訳】 【転出超過内訳】

○ 2014(平成26)年では、大阪府へは近畿・中国地方を中心に幅広い地方から人口が転入しています。
○ 一方、転出の内訳では、東京圏への転出が約93％と大半を占めています。

（単位：人） （単位：人）



２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（3）社会増減 ■⼤阪府・東京圏の年次別転⼊者数
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出典：「地域経済分析システム（RESAS）」より大阪府政策企画部作成

【大阪府】 【東京圏】

○ ⼤阪府の社会増減を年次別にみると、2011(平成23)年の東⽇本⼤震災以降、⼀貫して東京圏への
転出が増えている一方で、他地域からの転入も増えています。
○ 東京圏については、2011(平成23)年に九州・沖縄地区へ約3,000人の転出超過となった以外は、す
べて転入超過となっており、特に東北、中部、関⻄からの転⼊が顕著です。

（人） （人）



２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（3）社会増減 ■大阪府の東京圏に対する転出入の状況の推移

○ 圏域別にみると、東京圏への人口転出が顕著です。2014(平成26)年には、⼤阪府からは41,034人が
東京圏へ転出した一方、東京圏からの転入は30,129人と約11,000人の転出超過でした。

24

出典：総務省「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告」
※ 外国人を含まず。
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２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（3）社会増減 ■大阪府の転出入の状況の推移

○ 大阪府と他の都道府県との転出入の状況をみると、1976(昭和51)年以降、1995(平成７)年を除き、
一貫して転出超過（「社会減」）の傾向が続いていました。東日本大震災の影響もあり、2011(平成
23)年には転出者数は151,156人、転入者数は156,059人と、転入者が転出者を上回る「社会増」と
なりました。
○ その後、2013(平成25)年までの３年間は「社会増」の状況が続いていましたが、2014(平成26)年は
再び「社会減」に転じました。

出典：総務省「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告」 25
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２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（3）社会増減 ■【参考】対東京圏への転出入の状況の推移

■ 大阪府－対東京圏の転出入状況（1954〜2014年）

26

■ 関⻄圏－対東京圏の転出入状況（1954〜2014年）

出典：総務省「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告」

※ 関⻄圏＝滋賀県・京都府・⼤阪府・奈良県・和歌⼭県・兵庫県



２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（3）社会増減 ■⼤阪府の年齢階層別転出⼊超過数
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出典：「地域経済分析システム（RESAS）」より大阪府政策企画部作成

【男性】 【⼥性】

○ 年代別にみると、男性・⼥性とも、15〜24歳は転入超過であるのに対し、他の年代はおおむね転出超
過の傾向で、特に30〜39歳の転出超過数が多くなるなど、中堅世代の人口転出が顕著になっています。
○ また、15〜24歳では、⼥性は男性の２倍程度転⼊しています。

転出超過数
1,294人
（30〜39歳）

2013年

転入超過数
3,853人
（15〜24歳）

2013年

転出超過数
1,281人
（30〜39歳）

2013年

転入超過数
6,202人
（15〜24歳）

2013年

（人）



２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（3）社会増減 ■【参考】関⻄圏・東京圏の年齢階層別転出⼊超過数

出典：「地域経済分析システム（RESAS）」より大阪府政策企画部作成

【関⻄圏：男性】 【関⻄圏：⼥性】

【東京圏：男性】 【東京圏：⼥性】
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（人） （人）

（人） （人）



２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（3）社会増減 ■大阪府の年齢階層別転出⼊分析①

出典：「地域経済分析システム（RESAS）」（2013年）より大阪府政策企画部作成

○ 年齢階層別の転出⼊状
況をみると、進学・就職を機
に大阪府に転入しています。
ただし、大学生新卒者が
就職10年⽬頃となる30歳
代において、異動・転職など
により家族で大阪府を離れ
ていることがうかがえます。

○ また、⼥性は男性に⽐べ
て地元で就職する傾向が強
いことがうかがえます。

○ 60歳以上では転出超過
となっていますが、これは定
年を契機にふるさとに戻る等
の理由により、⼤阪府から転
出しているものと推察されま
す。

【男性】

【⼥性】

進学・就職

結婚後、子どもが学齢期に
入るまでの間に家族で転出

進学・就職

結婚後、子どもが学齢期に
入るまでの間に家族で転出

退職後地元に帰る

退職後地元に帰る

⼥性は男性に
比べて地元での
就職傾向が強
い

29

（人）

（人）



２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（3）社会増減 ■⼤阪府の年齢階層別転出入分析②
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○ 転出⼊の状況を年齢階層別・地域別にみると、就職時、30歳代の中堅世代が東京圏に転出しているこ
とが分かります。また、退職後の60歳以上はすべての地域に対して転出超過となっています。

合計 0～9歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

転入・転出計 9,113 938 258 426 1,420 1,519 2,165 1,303 591 493

差分 283 28 20 106 268 ▲ 3 ▲ 45 27 ▲ 55 ▲ 63

増減率 3.1 3.0 7.8 24.9 18.9 ▲ 0.2 ▲ 2.1 2.1 ▲ 9.3 ▲ 12.8

転入・転出計 5,761 638 107 262 964 1,095 1,379 752 290 274

差分 323 10 13 ▲ 8 166 49 35 50 16 ▲ 8

増減率 5.6 1.6 12.1 ▲ 3.1 17.2 4.5 2.5 6.6 5.5 ▲ 2.9

転入・転出計 35,540 3,789 710 1,498 6,596 6,487 8,185 4,239 1,842 2,194

差分 1,162 ▲ 3 154 494 832 ▲ 117 ▲ 295 29 122 ▲ 54

増減率 3.3 ▲ 0.1 21.7 33.0 12.6 ▲ 1.8 ▲ 3.6 0.7 6.6 ▲ 2.5

転入・転出計 116,968 10,099 1,589 4,420 18,337 24,188 29,473 12,098 6,083 10,681

差分 5,382 ▲ 1,353 61 892 3,809 1,880 53 180 183 ▲ 323

増減率 4.6 ▲ 13.4 3.8 20.2 20.8 7.8 0.2 1.5 3.0 ▲ 3.0

転入・転出計 35,902 3,419 664 2,393 8,232 6,041 6,660 3,379 1,878 3,235

差分 3,314 ▲ 185 70 1,235 2,816 79 ▲ 386 157 ▲ 186 ▲ 285

増減率 9.2 ▲ 5.4 10.5 51.6 34.2 1.3 ▲ 5.8 4.6 ▲ 9.9 ▲ 8.8

転入・転出計 28,595 2,916 635 2,110 5,406 4,363 5,647 3,045 1,789 2,684

差分 1,595 ▲ 206 47 1,236 1,500 ▲ 17 ▲ 343 7 ▲ 211 ▲ 418

増減率 5.6 ▲ 7.1 7.4 58.6 27.7 ▲ 0.4 ▲ 6.1 0.2 ▲ 11.8 ▲ 15.6

転入・転出計 71,306 7,767 1,391 1,585 10,764 14,103 19,224 9,990 3,711 2,771

差分 ▲ 8,682 ▲ 573 ▲ 167 ▲ 691 ▲ 2,600 ▲ 2,103 ▲ 1,594 ▲ 454 ▲ 41 ▲ 459

増減率 ▲ 12.2 ▲ 7.4 ▲ 12.0 ▲ 43.6 ▲ 24.2 ▲ 14.9 ▲ 8.3 ▲ 4.5 ▲ 1.1 ▲ 16.6

近畿

中国・四国

九州

東京圏

北海道・東北

関東・甲信越

東海・北陸

出典：総務省「平成25年住⺠基本台帳⼈⼝移動報告」
※ 外国人を含む（平成24年７⽉〜）

5歳刻み

大学・専門学校入学時に東京圏へ転出する割合が高い

就職時に東京圏との⼈⼝対流が⽣じているが、
転出が上回っている

30歳〜39歳では、
近畿内・東京圏との
対流が多い。近畿内
では、均衡しているの
に対し、東京圏へは
転出超過

近畿圏・東京圏との対流が多い。
ただし、東京圏にはマイナス傾向

60歳以上はすべて
の地域に転出超過

※ 単位：
転入・転出計＝人
差分＝人
増減率＝％
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6.3%

30.4%

54.1%

19.2%
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２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（3）社会増減 ■⼤阪府の年齢階層別転出入分析③（対東京圏）
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○ 東京圏への転出原因を年代別にみる
と、男性は特に20歳代前半の就職を機
に東京圏へ転出していることがうかがえま
す。
また、30歳代前半〜40歳代と年齢が
上がるにつれて、転勤の割合が高くなっ
ています。

○ ⼀⽅、⼥性は20歳代後半以降、30
歳代にかけて、家族の就職・転職・転勤
や結婚が大半を占めており、家族での東
京圏への転出状況がうかがえます。

【男性】

【⼥性】

出典：大阪府政策企画部「Uターンに関するWEBアンケート」（平成27年）

⼤阪から東京圏へ移住した理由



２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（3）社会増減 ■⼤阪府の年齢階級別純移動数の時系列分析

32

出典：「地域経済分析システム（RESAS）」より大阪府政策企画部作成

【男性】 【⼥性】

○ ⼤阪府の純移動数を時系列でみると、男性・⼥性とも、30歳代の⼈⼝転出が近年は改善傾向にあるこ
とが分かります。特に、⼥性については転出と転⼊が均衡に近づいています。
○ これは、30歳代の世帯での府外への転勤が減少していることや、単身赴任が増えていることに加え、初
婚・出産年齢が遅くなっていることにより、その年代の転出が減っていることなど、複合的な要素があいまって
いるものと考えられます。

（人） （人）
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２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（4）地域別人口の推移

出典：2010年までは総務省「国勢調査」（年齢不詳を含む）。2015年以降は、「⼤阪府の将来推計⼈⼝の点検について」（平成26年３月）における
大阪府の人口推計（ケース２）を基に、大阪府政策企画部推計。

＜参考＞大阪市地域：大阪市 北⼤阪地域：吹⽥市、⾼槻市、茨⽊市、摂津市、島本町、豊中市、池⽥市、箕⾯市、豊能町、能勢町
東部大阪地域：守口市、枚方市、寝屋川市、大東市、門真市、四條畷市、交野市、八尾市、柏原市、東大阪市
南河内地域：富⽥林市、河内⻑野市、松原市、⽻曳野市、藤井寺市、⼤阪狭⼭市、太⼦町、河南町、千早⾚阪村
泉州地域：堺市、泉大津市、和泉市、高石市、忠岡町、岸和田市、貝塚市、泉佐野市、泉南市、阪南市、熊取町、田尻町、岬町
※ 松原市は1988年に東⼤阪地域から南河内地域へ、旧美原町域は2005年に南河内地域から泉州地域へ編⼊されています。

○ 地域別の人口推移では、最も減少率が⾼いのは南河内地域で、30年後は25％程度の減少が予測さ
れ、⽣産年齢人口は、約半数になると⾒込まれます。
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◎ 地域別人口の減少率の将来推計
（2010（H22）年を1.0とした場合）

大阪市地域

東部大阪地域

泉州地域

北大阪地域

南河内地域

（H22）(H27) (H32) (H37) (H42) (H47) (H52)

(S40)  (S45)  (S50) (S55) (S60)    (H2)    (H7) (H12)  (H17)   (H22)  (H27)  (H32)   (H37)  (H42)  (H47)   (H52)



２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（4）地域別人口の推移

2010(平成22)年より

高齢者は 12.7㌽増加
年少者は 2.9㌽減少

2010(平成22)年より

高齢者は 13.9㌽増加
年少者は 3.５㌽減少

2010(平成22)年より

高齢者は 15.6㌽増加
年少者は 4.2㌽減少

2010(平成22)年より

高齢者は 15.7㌽増加
年少者は 4.4㌽減少

2010(平成22)年より

高齢者は 12.2㌽増加
年少者は 3.8㌽減少
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大阪市地域

泉州地域

南河内地域

東部大阪地域

北大阪地域

（S40） （S60） （H22)         (H37)          (H52)

（S40） （S60） （H22)         (H37)          (H52)

（S40） （S60） （H22)         (H37)          (H52)

（S40） （S60） （H22)         (H37)        (H52)

（S40） （S60） （H22)         (H37)         (H52)



35
出典：2010年は総務省「平成22年国勢調査」（年齢不詳を除く）。2040年の全国の⾼齢化率については、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝」(平成24年１月)。

大阪府については、「大阪府の将来推計人口の点検について」（平成26年３⽉）における⼤阪府の⼈⼝推計（ケース２）を基に、大阪府政策企画部推計。
全国、⼤阪府の出⽣率については、厚⽣労働省「平成22年⼈⼝動態統計」。地域別の出⽣率については、「平成20年〜平成24年⼈⼝動態保健所・市区町村別統計」を基に、⼤阪府
政策企画部推計。

○ 大阪府の高齢者人口は、2010(平成22)年の196万人から、2040(平成52)年では269万人と、30
年間で73万⼈ほど増加し、⾼齢化率は22.4％から35.9％まで上昇すると⾒込まれます。
○ また、⾼齢化率の上昇を地域別にみると、泉州地域では、他地域に⽐べ⾼齢化の進⾏がやや緩やかで
あるのに対し、東部⼤阪地域や南河内地域では⾼齢化の進⾏が速く、地域差があることが分かります。
○ 出⽣率については、⼤阪市地域と南河内地域が低い⽔準でとどまっています。

⾼齢化率（2010(平成22)年・2040(平成52)年）

２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（4）地域別人口の推移 ■地域別⾼齢化率・出⽣率

出⽣率（2010(平成22)年）

2010(平成22)年

全国 1.39

大阪府 1.33

大阪市地域 1.25

北⼤阪地域 1.33

東部大阪地域 1.36

南河内地域 1.25

泉州地域 1.44

（2008(平成20)〜2012(平成24)年）



２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（5）昼間・交流⼈⼝ ■昼間人口（人口の推移）
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出典：総務省「国勢調査」

○ 大阪府の昼間人口については、1995(平成７)年がピークとなっていますが、昼夜間⼈⼝⽐率では、
1980(昭和55)年以降おおむね横ばいの傾向を⽰しています。
○ 近年、夜間⼈⼝が若⼲の増加傾向であったため、昼夜間⼈⼝⽐率は緩やかな低下傾向となっています。

（S55） （S60） （H2)              (H7)            (H12)            (H17)           (H22)



２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（5）昼間・交流⼈⼝ ■昼間⼈⼝（昼夜間⼈⼝⽐率）
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出典：総務省「平成22年国勢調査」

○ 大阪府の2010(平成22)年の昼夜間⼈⼝⽐率を⾒ると、東京都の118.4には及ばないものの、近畿圏
では京都府とともに100％を超えており、周辺府県から流⼊していることがうかがえます。
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２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（5）昼間・交流⼈⼝ ■交流⼈⼝＜海外＞（外国⼈訪問者数）
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出典：「地域経済分析システム（RESAS）」より大阪府政策企画部作成

○ 大阪府への外国人訪問者数は、2011(平成23)年は、東⽇本⼤震災の影響等により、全国・⼤阪府
ともに⼤幅に落ち込みましたが、2014(平成26)年には、過去最高（東京都に次いで全国第２位）を記
録し、前年度からの伸び率が64.2％（前年度：38.5％）となるなど、近年大幅な増加傾向となっていま
す。
○ また、⼤阪府は、アジアからの旅⾏者が約８割を占めており、韓国・中国・台湾からバランスよく観光客が
訪れている一方で、欧米やオーストラリアからの観光客は、東京都や京都府と比べて少ない傾向にあります。

外国人訪問者数の推移（観光・レジャー目的） 国別訪問者数の割合（観光・レジャー目的 2014年）

出典：「地域経済分析システム（RESAS）」より大阪府政策企画部作成
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２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（5）昼間・交流⼈⼝ ■交流⼈⼝＜海外＞（外国⼈消費額）
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○ 大阪府における外国人の部門別消費額では、全国に比べて、小売の占める割合が高くなっています。
○ また、国籍別の消費額を⾒ると、中国と台湾の⽐率が⾼く、中国については、２年前の同時期と⽐べ(※)
約９倍の水準になっています。

外国人部門別消費額（2015年4月） 外国人国籍別消費額（2013年4⽉〜2015年7月）

出典：「地域経済分析システム（RESAS）」より大阪府政策企画部作成 出典：「地域経済分析システム（RESAS）」より大阪府政策企画部作成
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２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（5）昼間・交流⼈⼝ ■交流⼈⼝＜海外＞（外国⼈延べ宿泊者数、国際会議）
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○ 外国人延べ宿泊者数についても、2014(平成26)年の対前年度伸び率が43.7％と東京都(33.6％)を
上回る⾼い伸び率となっています。
○ また、国際会議の開催件数は、近年うめきた地区の開業などにより、⼤阪府内での開催が⾶躍的に伸び
ています。

国際会議の開催件数

全国（棒グラフ・右目盛）

出典：日本政府観光局（JNTO) 「国際会議統計」出典：観光庁「宿泊旅⾏統計調査」 より大阪府政策企画部作成

（H22） （H23） （H24） （H25） （H26) (Ｈ19) (Ｈ20) (Ｈ21) (Ｈ22) (H23)  (Ｈ24)（Ｈ25）
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２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（5）昼間・交流⼈⼝ ■交流⼈⼝＜国内＞（延べ宿泊者数、滞在⼈⼝）
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出典：観光庁「宿泊旅⾏統計調査」より⼤阪府政策企画部作成

○ 日本人延べ宿泊者数については、緩やかな増加傾向にあり、2014(平成26)年は前年の減少から⼀転
して13.3％増加しています。
○ 大阪府を訪れる国内滞在者の内訳をみると、関⻄以外では、中国地⽅、中部地⽅、東京圏の順となっ
ています。

大阪府内の滞在人口内訳（休日）

出典：「地域経済分析システム（RESAS）」（2014年）より大阪府政策企画部作成
※ 滞在人口とは、市区町村単位で滞留時間が２時間の人口を表している。
※ 府内各市区町村のデータを加算して作成しているため、重複している場合がある。

（H22） （H23） （H24） （H25） （H26)



２．⼤阪府の⼈⼝の潮流
（5）昼間・交流⼈⼝ ■交流⼈⼝（宿泊施設）
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○ 大阪府に届出のあるホテル・旅館数は1,130件、客室数は76,128室（全国第3位）となっています。
また、客室稼働率は81.0％（全国第１位）と高水準となっています。

出典：厚生労働省「平成26年度衛生⾏政報告例」
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出典：観光庁「宿泊旅⾏統計調査」（平成26年）
※ 従業員数10人未満の施設については抽出調査



３．人口減少・超高齢社会の影響
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(1) 府⺠⽣活 ■高齢化の急速な進展（医療･介護需要の増⼤）

現在、大阪府の65歳以上の入院患者数は
年々増えており、⾼齢化の進展に伴い、今後さ
らに増加することが⾒込まれます。
また、高齢化の進展により通院が困難な人が
増えると、⼊院だけでなく在宅医療のニーズが一
層高まる可能性もあります。

① 医療ニーズの増⼤

⼈⼝減少や少⼦⾼齢化の進展による⼈⼝構造の変化は、将来の府⺠の⽣活や地域経済などに、様々な
影響を及ぼすことが懸念されます。現在でも、社会保障費の増加、地域社会の結びつきの希薄化などが生じて
おり、今後、これらがさらに進むものと考えられます。

年齢階級別推計患者数の推移（入院）【大阪府】

② 福祉・介護需要の増大
大阪府の要支援・要介護認定者は、2015(平
成27)年の約49万人から、2017(平成29)年に
は約54万人に増加すると予想されています。介
護需要の増大に伴い、介護保険給付も増加す
ることが⾒込まれます。
また、高齢者の増加に伴い、住み慣れた地域で
安心して暮らすために必要なサービスの需要が今
後ますます高まることが想定されます。

出典：大阪府「大阪府高齢者計画2015」

（人）
要介護度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
合計 488,445 515,387 543,749
要支援１ 98,007 107,203 116,714
要支援２ 76,727 81,554 86,609
要介護１ 76,090 80,182 84,550
要介護２ 85,280 89,145 93,216
要介護３ 57,162 59,284 61,604
要介護４ 51,462 53,222 55,135
要介護５ 43,717 44,797 45,921

※要支援・要介護認定者数には第２号被保険者(40〜64歳）の者を含む

要介護度別認定者⾒込み数【大阪府】

出典：厚⽣労働省「患者調査」
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(1) 府⺠⽣活 ■高齢化の急速な進展（医療･介護需要の増大）

③ 医療・福祉人材の不⾜
高齢化の進展により、医療・福祉人材の需
要は年々⾼まっています。
医療･福祉分野の充⾜率（求⼈数に対して
充⾜された求⼈の割合）は、近年全産業との
乖離が⼩さくなっていますが、将来、⾼齢化の
急速な進展に伴い、医療･福祉の需要が⼤き
く増加した場合、人材の確保が困難になるお
それがあります。

医療・福祉分野の充⾜率の推移【大阪府】

出典：⼤阪労働局「統計年報」

※ 充⾜率＝求人数に対する充足された求人の割合。
都道府県別では「充足数」を「新規求人数」で除して算出。
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④ 社会保障経費の増大
社会保障経費の増加は現在でも深刻ですが、
医療・介護のニーズの⾼まりを受け、今後、さらに
増加し続けることが⾒込まれます。
医療費や社会保障費が増加する一方で、生産
年齢⼈⼝は減少し、2010(平成22)年には、高
齢者１人を現役世代2.88人で支えていたのが、
2040(平成52)年には1.52人で支えることとな
り、現役世代の負担感が今後ますます高まること
が想定されます。
こうした負担を社会全体でいかに支えるかを考え
ていく必要があります。

社会保障関係経費の推移【大阪府】

出典：大阪府「平成26年9月財政ノート」

３．人口減少・超高齢社会の影響
(1) 府⺠⽣活 ■高齢化の急速な進展（医療･介護需要の増大）

⾼齢者の医療費の推移【大阪府】

出典：厚⽣労働省「後期⾼齢者医療事業状況報告」
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(1) 府⺠⽣活 ■高齢化の急速な進展（高齢者単独世帯の増加）

① 高齢単独世帯の増加
世帯主が65歳以上である⾼齢世帯は年々
増加し、2020(平成32)年には⼀般世帯数
の約40％、５世帯に２世帯程度に達するも
のと推計されています。
その中でも、高齢者の単独世帯が増加を続
け、2035(平成47)年には⼀般世帯数の約
20％、５〜６世帯に１世帯程度が⾼齢単
独世帯になると⾒込まれています。

② 生活保護受給者の増大
⼤阪府は、全国に⽐べ、⽣活保護率が特に
高い状況にあり、世帯類型別の被保護世帯
の内訳では、高齢者世帯の割合が高くなって
います。
このため、高齢化の進展により、生活保護受
給者がさらに増加する可能性があります。

一般世帯数に占める高齢世帯及び高齢単独世帯の割合【大阪府】

被保護世帯数（高齢者世帯）の推移【大阪府】
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出典：2010年までは総務省「国勢調査」。2015年以降は、⼤阪府住宅まちづくり部推計。
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(1) 府⺠⽣活 ■高齢化の急速な進展（高齢者単独世帯の増加）

③ 高齢者の社会的孤⽴
単⾝の⾼齢者が⽇常から不安を感じている
こととして、「健康や病気のこと」「寝たきりや身
体が不⾃由になり介護が必要な状態になるこ
と」「自然災害（地震・洪水など）」が上位を
占めており、身の回りに相談相手や助けてもら
える⼈がいないといった「社会的孤⽴」が不安
の一因となっていることがうかがえます。
また、認知症などの脳の疾患等により日常生
活に支障をきたす高齢者の増加が予想されて
います。大阪府においては、2030(平成42)
年で認知症⾼齢者は51.5万人（65歳以
上人口比で20.8％）に達すると⾒込まれて
おり、社会全体でこれらの対策を検討していく
ことが求められます。

大阪府の認知症高齢者の推移【大阪府】

出典：大阪府「大阪府高齢者計画2015」

出典：内閣府「平成26年度 ⼀⼈暮らし⾼齢者に関する意識調査」

（千人）

（年）
（H24)         (H27)                  (H32)                   (H37)                   (H42)  

（％）
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(1) 府⺠⽣活 ■高齢化の急速な進展（高齢者単独世帯の増加）

① 地域の関わりの希薄化、コミュニティの弱体化
⾼度成⻑期以降、核家族世帯の増加、ライフ
スタイル・居住形態の変化などにより、自治会・
子ども会などの地域コミュニティは減少・弱体化し
ています。
今後、高齢化が急速に進展し、人口減少が進
む中で、地域の結びつきがさらに希薄化した場
合、地域の治安⼒、福祉⼒、教育⼒の低下に
つながるおそれがあります。

近所付き合いの程度の推移【全国】

出典：内閣府「平成19年版 国⺠⽣活⽩書」
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(1) 府⺠⽣活 ■高齢化の急速な進展（高齢者単独世帯の増加）

② 地域の防犯⼒・防災⼒の低下
少子高齢化により、地域コミュニティの機能低下
や住⺠組織の担い⼿不⾜が懸念されます。⾃主
防災組織、消防団など地域における防災活動の
担い手の確保が困難となるなど、地域防災⼒の低
下が⾒込まれます。
2011(平成23)年の東日本大震災では、被災
地全体の死者数のうち65歳以上の高齢者の死
者数が約６割にのぼりました。災害発生直後で
は、⾼齢者等の適切かつ迅速な避難⾏動が望ま
れます。
また、高齢者単独世帯が増加する中で、地域の
つながりやコミュニティが希薄な都市部では、特に犯
罪被害を受ける高齢者等が増加するおそれがあり
ます。

高齢者の刑法犯被害認知件数【全国】

消防団員の
平均年齢の推移

出典：警察庁「平成25年版警察⽩書」

消防団員数及び⼥性消防団員数の推移【大阪府】、平均年齢の推移【全国】

出典：大阪府「消防の概況」・消防庁「消防団データ集」
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出典：厚⽣労働省「平成26年厚⽣労働⽩書」

３．人口減少・超高齢社会の影響
(1) 府⺠⽣活 ■高齢化の急速な進展（高齢者の社会参加）

① 短い平均寿命・健康寿命
⾼齢者の増加や⻑寿化に伴い、健康な⽣
活を⻑く続けるための予防や健康づくり、また、
それを⽀える医療・健康サービスの需要の高
まりが⾒込まれます。
近年、⾼齢者の健康に対する意識は高まっ
ていますが、大阪府の平均寿命、健康寿命
は、ともに全国平均を下回り低い状況です。
高齢者が、いきいきとしたセカンドステージ
（第二の人生）を過ごし、健康で日常生活
を送るためには、私たち一人ひとりが日ごろか
ら健康づくりに取り組むことが重要です。

１ 愛知 71.74
２ 静岡 71.68
３ 千葉 71.62

･･
44 大阪 69.39

･･

１ 静岡 75.32
２ 群馬 75.27
３ 愛知 74.93

･･
45 大阪 72.55

･･

都道府県別 日常生活に制限のない期間（健康寿命）の平均

（男性） （⼥性）

都道府県別 平均寿命

出典：厚⽣労働省「平成22年都道府県別⽣命表の概況」

１ ⻑野 80.88
２ 滋賀 80.58
３ 福井 80.47

･･
41 大阪 78.99

･･

１ ⻑野 87.18
２ 島根 87.07
３ 沖縄 87.02

･･
40 大阪 85.93

･･

（男性） （⼥性）
全国平均：（男性）79.59歳（⼥性）86.35歳

全国平均：（男性）70.42歳（⼥性）73.62歳
（歳） （歳）

（歳） （歳）
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(1) 府⺠⽣活 ■高齢化の急速な進展（高齢者の社会参加）

② 高齢者の社会参加
高齢化の進展により、豊富な知識や経験を活
かして、社会で活躍する高齢者が増加してお
り、⾼齢者に対する社会の意識も変わってきて
います。
高齢者を労働⼒や地域の担い⼿などの⼈的
資源と位置づけ、高齢者が社会でいきいきと活
躍できることが求められます。
元気な⾼齢者が、豊富な知識と経験を地域
に還元することで、持続可能で魅⼒あるまちづく
りが期待されます。

65歳以上⼈⼝の就業率【大阪府】

出典:総務省「労働⼒調査」、大阪府「労働⼒調査地⽅集計結果(年平均)」

19.7% 19.6% 19.4% 19.2% 19.5%
20.1%

20.8%

15.6% 15.9%

17.0%
17.6% 17.5% 17.8% 18.0%

15%

16%

17%

18%

19%

20%

21%

22%

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

全国
大阪

(年)
（H20)   (H21) (H22)         (H23)   （H24)       （H25) (H26)  
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(1) 府⺠⽣活 ■出生数の減少

① 出生数の減少
2010(H22)年の⼤阪府の出⽣率は1.33と、
人口を維持するのに必要とされる水準（人口置
換水準＝2.07）を大きく下回っています。
出⽣率は、近年微増傾向にありますが、出⽣数
は⼀貫して減少を続けています。これは、出産年
齢を迎える⼥性そのものの数が減少しているため
であり、出生数の減少が将来にわたり人口減少
社会に影響を及ぼします。
⽣涯未婚率の上昇、晩婚化の進⾏、⼦育て環
境の変化などにより、今後、さらに少⼦化に拍⾞
がかかる悪循環が懸念されます。

＜再掲＞出⽣数、出⽣率の推移

＜再掲＞⽣涯未婚率の推移
出典：厚⽣労働省「⼈⼝動態統計」、総務省「国勢調査」

95

147

170
151

112
100

87 86 88
76 75 70

61 54 51 49 45

1.81 

2.20 2.17 

1.90 

1.67 1.69 

1.46 
1.33 1.31 

1.21 
1.33 1.31 1.29 1.26 1.26 1.27 1.27 

2.00 

2.14 2.13 

1.91 
1.75 1.76 

1.54 
1.42 1.36 

1.26 
1.39 1.38 1.36 1.34 1.33 1.34 1.34 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0

50

100

150

200

250

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

出生数
（大阪）
合計特殊出⽣率
（大阪）
合計特殊出⽣率
（全国）

6.43 

13.77 

16.48 

20.35 

20.14 

5.07 
7.18 

9.07 

13.18 

10.61 

0

5

10

15

20

25

1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000 2005 2010

（％）

男 (大阪)

男 (全国)

⼥ (大阪)

⼥ (全国)

(年)

(千人) (出⽣率)

(年)

(S35) (S40) (S45) (S50) (S55)(S60)  (H2)  (H7) (H12) (H17)(H22) (H27) (H32)(H37)(H42) (H47)(H52)  

(T9)           (S5)          (S15)         (S25)         (S35)         (S45)         (S55)          (H2)        (H12)(H17)(H22) 

53出典：国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⼈⼝統計資料集」（2015年）
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(1) 府⺠⽣活 ■出生数の減少

② 子育て負担感の増加
夫婦を対象とした「第14回出生動向基本調査
(2010(平成22)年)」（全国）によると、理想の
子ども数は2.42人ですが、予定子ども数は2.07
人となっており⼤きく乖離しています。
大阪府が2014(平成26)年に実施した調査に
よると、⼦どもを欲しくない（持てない）理由とし
て、「経済的な理由」を掲げる⼈が多く、その原因
として、「子育て（生活費）や教育に費用がかか
るから」という理由が多くなっています。
また、「雇用が安定していないため」という回答も
多く寄せられています。

理想の子ども数【全国】

子どもが欲しくない（持てない）理由（既婚者）【大阪府】

出典：国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「第14回出生動向基本調査」（平成22年）

出典：大阪府「婚活・子育て応援事業報告書」（平成27年）より政策企画部作成

（S52)       (S57) (S62)        (H4)      （H9)      （H14)       (H17)      (H22)

予
定
子
ど
も
数

(年)
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(1) 府⺠⽣活 ■出生数の減少

③ 教育環境の変化
子どもの人数が大きく減少する地域の学校
では小規模化が進み、子どもたちの集団活
動等、学習面や生活面で支障が生じるな
ど、学校間、地域間で格差が生じるおそれが
あります。
一方で、子どもの減少を踏まえ、個性に応
じ、その⼒を最⼤限に伸ばす教育や学校の
特色を生かしたきめ細かな教育などを推進す
ることが求められます。

出典：大阪府「平成27年度大阪の学校統計」

児童・生徒数の推移【大阪府】
(千人）

出典：大阪府「平成27年度大阪の学校統計」

学校数の推移【大阪府】(校）
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(2) 経済・雇用 ■生産年齢⼈⼝の減少

① 労働⼒の絶対数の不⾜
大阪府の労働⼒人口は、1995(平成７)年の

466万人をピークに減少しており、今後も少子化の
進展に伴い、さらに減少することが予想されます。
労働⼒⼈⼝の減少を補うため、⼥性や⾼齢者等
の潜在的な労働⼒をいかに活用するかが、持続可
能な社会を構築する鍵になると考えられます。
就労意欲のある⼥性や⾼齢者等の雇⽤拡⼤、多
様な雇用環境の創出などの好機となることが期待さ
れます。

⼈⼝減少や少⼦⾼齢化の進展による⼈⼝構成の変化により、⽣産年齢⼈⼝が減少し、労働⼒の不⾜、国
内市場の縮⼩などの影響が懸念されます。雇⽤、賃⾦などの⾯で東京との格差が広がる中、このまま東京一極
集中がさらに進めば、働き盛りの世代が東京圏に流出することで、⼤阪府内の活⼒がますます低下するおそれ
があります。

出典：総務省「国勢調査」

出典：総務省「国勢調査」

労働⼒⼈⼝の推移【大阪府】

⾼齢者の労働⼒⼈⼝の推移【大阪府】

（万人）

（万人）

（S60） （H2) （H7） （H12)             (H17)             (H22)

（S60） （H2) （H7） （H12)             (H17)             (H22)

(年)

(年)

※ 労働⼒⼈⼝：15歳以上の人口のうち就業者（休業者を含
む）と完全失業者（働く意思を持ちながら仕事
に就いていないもの）の合計を指す
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(2) 経済・雇用 ■生産年齢⼈⼝の減少

② 労働⼒⼈⼝の減少
厚⽣労働省の労働⼒等の推計によると、今後、
経済成⻑と労働参加のいずれもが適切に進まな
いと、2030(平成42年）には、⼤阪府の労働⼒
人口は49.5万人減の394.2万人(▲11.2％)、
就業者数は48.9万人減の373.9万人
(▲11.6％)となると想定されています。

出典：厚⽣労働省「平成27年度雇⽤政策研究会報告書」

労働⼒⼈⼝の推移【大阪府】

就業者数の推移【大阪府】

全国：右目盛り

全国：右目盛り

大阪府：左目盛り

大阪府：左目盛り

経済成⻑と労働参加がいずれも適切に進むケース：破線 進まないケース：実線

経済成⻑と労働参加がいずれも適切に進むケース：破線 進まないケース：実線

(万人)

(万人) (万人)

(万人)

（H26） （H32） （H42)

（H26） （H32） （H42)
(年)

(年)

出典：厚⽣労働省「平成27年度雇⽤政策研究会報告書」
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(2) 経済・雇用 ■⽣産年齢⼈⼝の減少

③ 困難な中小企業の人材確保
製造業では、技術者の高齢化により技能承継
の問題が深刻化しています。
少子化がさらに進むと、特に中小企業では、質
の高い人材の確保が困難になり、後継者・技術
者不⾜がより顕著となる可能性があります。

出典：⼤阪労働局「統計年報」

全国平均：65.4％

出典：帝国データバンク「後継者問題に関する近畿企業の実態調査」（2014年）

事業所（1,000⼈未満）の充⾜率の推移【大阪府】

企業の後継者不在率

58
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※ 充⾜率＝新規求人数（新規学卒を除きパートタイムを含む）に対する充足数の割合



３．人口減少・超高齢社会の影響
(2) 経済・雇用 ■東京⼀極集中による⼈材の流出

① 企業の中枢を担う⾼度専⾨⼈材の流出
大阪府内から東京圏へ企業自体が移転す
るほか、大阪府内に残りながら本社機能を移
転する動きが続いています。
このため、⼤阪の「稼ぐ」⼒を牽引するために
必要な⾼度専⾨⼈材（プロフェッショナル⼈
材）が、⼤阪府内から東京圏へ流出する可
能性が高まっています。

府内における資本⾦100億円以上の企業の本社数の推移【大阪府】

【参考】大阪府からの転出企業
府内企業を対象とした「⼤阪府国⼟利⽤計画等の
策定のためのアンケート調査（※）」によると、
⼤阪府内に⽴地している企業（製造業）のうち、
1.1％の企業が府外への移転を予定又は検討しています。
その主な理由として、⼯場等の規模拡張にあたり、
府内に適当な土地の確保が難しいことがあげられます。
企業が府外に転出した場合、従業員等についても、
あわせて府外に転出する可能性があります。
※ 府内企業2,000社を対象に郵送で調査。有効回答数531。

府内⽴地企業の移転意向（製造業）【大阪府】

出典：大阪府「国土利⽤計画等の策定のためのアンケート調査」（平成27年） 59

出典：東洋経済新聞社「会社四季報」
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(2) 経済・雇用 ■東京⼀極集中による⼈材の流出

② 厳しい若年層の雇⽤環境（収⼊）
所得階層別世帯数の割合を全国や東京都
と⽐較すると、⼤阪府は低所得（〜299万
円）の割合が高い状況にあります。
⼤阪府⺠⼀⼈当たりの所得は、東京都区
部の７割程度ですが、若年層（39歳以
下）の収入格差はさらに大きくなっています。
府内の新規学卒者が就職に伴い府外に転
出する場合、東京圏への転出が大半を占め
ており、今後、さらに東京一極集中が進展し
た場合、若年層の転出が加速する可能性が
あります。

所得階層別世帯数割合の推移（高齢者除く）

1000万円以上 500〜999万円 300〜499万円
出典：総務省「就業構造基本調査」 ※ 平成４年は55歳未満、平成24年は60歳未満の割合

39歳以下の単身世帯の世帯所得構成比

出典：総務省「平成24年就業構造基本調査」
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① 職場環境の充実
仕事と⼦育ての両⽴を実現するためには、職場
での理解や、⼦どもを安⼼して産み育てることがで
きる職場環境づくりが重要です。
大阪府が2014(平成26)年に実施した調査で
は、仕事と⼦育てを両⽴するにあたって、不安に
感じることとして、「自分のゆっくりできる時間がな
い」、「仕事と家事の両⽴が体⼒・時間的にも難
しい」とともに、「子どもの病気など、遅刻・早退・休
暇などがとりにくい」が上位となっています。
また、妊娠・出産時に職場で必要なこととして、
「安定した雇用環境の整備」が求められています。
雇用主である企業側においても、さらなる出産・
⼦育てに対する理解や環境整備が求められま
す。

妊娠・出産時に職場で必要なこと【大阪府】

出典：大阪府「婚活・子育て応援事業報告書」（平成27年）より⼤阪府政策企画部作成

出典：大阪府「婚活・子育て応援事業報告書」（平成27年）より⼤阪府政策企画部作成

３．人口減少・超高齢社会の影響
(2) 経済・雇用 ■雇用環境
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仕事と⼦育ての両⽴での不安【大阪府】
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② 非正規職員・従業員の増加
大阪府は全国と比べて非正規の職員・従業員の
割合が全国よりも高くなっています。
（平成26年 府：40.2％ 全国：37.4％）
また、近年正規職員等の⼈数が減少する⼀⽅
で、⾮正規職員等の⼈数は男⼥とも増加傾向に
あります。
また、雇用形態別で配偶者のいる割合（男
性）を比較すると、30〜34歳では約3.2倍の差
があります。
正規職員としての雇用を希望する人が、その願い
を実現し、いきいきと活躍できる社会環境づくりが
求められます。

雇用形態別就業状況【大阪府】

雇用形態別配偶者のいる割合（男性）【大阪府】

出典：大阪府「労働⼒調査地⽅集計結果 大阪の就業状況」（平成26年）

３．人口減少・超高齢社会の影響
(2) 経済・雇用 ■雇用環境

62出典：総務省「平成24年就業構造基本調査」

※ 割合＝「正規の職員・従業員」「非正規の職員・従業員」の合計に占める割合

（単位：千人）

人数 割合 人数 割合 前年⽐

正規の職員・従業員 2,156 61.1% 2,117 59.8% ▲39

男 1,481 76.3% 1,460 75.2% ▲21

⼥ 675 42.6% 657 41.1% ▲18

非正規の職員・従業員 1,370 38.9% 1,423 40.2% 53

男 460 23.7% 482 24.8% 22

⼥ 910 57.4% 942 58.9% 32

2013(H25)年 2014(H26)年
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(2) 経済・雇用 ■国内市場の変化

① 市場構造の変化
国内需要は景気動向などの影響を大きく受
けますが、少子高齢化の進展は、個人消費や
住宅投資など需要が低下する一因となる可能
性があります。
世帯数は単身世帯の増加等の影響により増
えている⼀⽅で、新築住宅建設は近年減少
傾向にあります。
また、人口構造の変化により、国内市場の構
造が大きく変化する可能性があります。
例えば、⼈⼝が減少する⼦ども・現役世代向
けの市場は縮⼩のおそれがありますが、医療・
介護・福祉等の市場は拡⼤が⾒込まれます。
また、医療・介護分野での技術⾰新は、新た
な産業を創出する契機になる可能性を秘めて
います。

出典：⽇本医師会「地域医療情報システム」

出典：国⼟交通省「住宅着⼯統計」、⼤阪府「⼤阪府の推計⼈⼝」

新設住宅⼾数の推移【大阪府】

医療介護需要予測指数（2010年=100）
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(2) 経済・雇用 ■府税収入

① 府税収入
⼈⼝と個⼈府⺠税（均等割、所得割）や地⽅
消費税との明らかな相関関係は⾒られません。
これは、非課税世帯や、所得に⽐例した課税制
度、景気の変動等による消費動向の影響（変
化）などが考えられます。（所得割については「府
内総生産」との連動がみられます）
ただし、今後、少子高齢化の進展により、都市の
にぎわいや活⼒が低下し、個⼈所得の減少や消
費の冷え込み等が⽣じた場合、これらが府税収⼊
の減少につながり、その結果、必要な⾏政サービス
の提供が難しくなる可能性があります。

平成27年度大阪府当初予算（府税の内訳）

64出典：大阪府「平成27年度
当初予算案の概要」

出典：総務省「⼈⼝推計」、内閣府「国⺠経済計算」、⼤阪府「決算統計資料」「⼤阪府⺠経済計算」より大阪府財務部作成
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(3) 都市・まちづくり ■都市構造の変化

① 都市インフラの需要の変化
人口減少は、人々の日常生活を支えるエネ
ルギーや上下⽔道の利⽤量、ごみの発⽣量な
どに大きく影響します。
⼈⼝減少によるエネルギー消費量の低減を
契機に、新エネルギー関連企業が集積する強
みを活かして、新たな社会づくりを先導すること
が期待されます。
また、人口減少を踏まえ、都市インフラの集
約化、維持管理などを計画的に進めていくとと
もに、人口急増期の市街地拡大の際に整備
された道路、河川、橋梁などの都市インフラに
ついても維持管理、施設更新を着実に進めて
いく必要があります。

人口減少や少子高齢化の進展による人口構造の変化は、インフラ整備や空家・空地の問題など、まちづくり
に様々な影響を及ぼすことが懸念されます。現在でも、公共バス路線の縮⼩や空家の増加といったさまざまな影
響が生じていますが、今後、これらがさらに進展するおそれがあります。

⽔使⽤の推移（上⽔給⽔量）【大阪府】

出典：大阪府「大阪府環境白書」（平成26年）

⼀般廃棄物排出量の推移【大阪府】

出典：大阪府「大阪府環境白書」（平成26年）
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(3) 都市・まちづくり ■都市構造の変化

② 公共交通の需要の変化
⼤阪府の鉄道・バス利⽤者数は、逓減する
傾向にあります。地域住⺠の⾼齢化及び⽣
産年齢⼈⼝の減少は、公共交通の便の縮⼩
や路線の廃⽌などにつながることがあります。住
み慣れた場所での生活を望む高齢者が、買い
物など⽇常的な移動に不⾃由を強いられる
ケースも増えています。
⼀⽅で、⼤阪府を含む関⻄圏では、東京圏
と比較して通勤時間が短い傾向にあります。
交通網の発達により、短い時間で郊外から都
心への通勤や通学が可能となっています。

出典：一般財団法人運輸政策研究機構「地域交通年報」

鉄道・バス利⽤者数の推移【大阪府】
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(3) 都市・まちづくり ■都市構造の変化

③ 高齢者に対応したまちづくり
福祉のまちづくり条例施⾏以降、これまで道
路や駅の段差、階段などのバリアフリー化はか
なり進みましたが、案内が不⼗分など⾼齢者
には利⽤が困難なものも数多くあります。
今後、高齢化の急速な進展に伴い、より一
層高齢者に配慮したまちづくりが求められま
す。

出典：国⼟交通省ホームページ

駅の段差解消への対応状況

④ 空家・空地の増加
⼤阪府内では空家数が年々増加しており、
平成25年住宅・⼟地統計調査においては、
2013(平成25)年には、空家数が約68万
⼾、空家率14.8％となっています。
人口・世帯数の減少が進み、さらに空家・空
地が増加すると、住環境等が悪化するおそれ
があります。
一方で、空家・空地を地域の貴重な資産とし
て有効活⽤することにより、定住魅⼒・都市魅
⼒の⾼まりが期待されます。

総住宅数、空家数、空家率の推移【大阪府】

出典：総務省「住宅・土地統計調査」 67
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(3) 都市・まちづくり ■都市構造の変化

⑤ 担い⼿減少による農地・森林の荒廃
府内の農業、林業の就業者数は減少傾向
にあり、高齢化も進んでいます。
これに伴い、放置森林、耕作放棄地の拡⼤
が続いていますが、今後、少子高齢化により、
これらがさらに進展する可能性があります。

出典：総務省「国勢調査」

出典：総務省「国勢調査」

出典：農林⽔産省「農林業センサス」

農業就業者数の減少と高齢化【大阪府】

林業就業者数の減少と⾼齢化【大阪府】

耕作放棄地の推移【大阪府】
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３．人口減少・超高齢社会の影響
(3) 都市・まちづくり ■都市としてのプレゼンスの相対的低下

① 都市のにぎわいの低下
今後、少⼦⾼齢化の進展に伴い、⽣産年齢
人口が減少すると、大阪府内のにぎわいや活
⼒が低下し、都市としての地位が低下するおそ
れがあります。
大阪の豊かな文化や歴史、地域資源などを
活⽤・発信し、都市としての魅⼒を⾼めて⼈⼝
流出を⾷い⽌めるとともに、昼間⼈⼝や交流
⼈⼝を増加させ、にぎわいや活⼒を維持、拡
大することが求められます。

世界の都市ランキング 「総合」の順位

出典：森記念財団「世界の都市総合⼒ランキング」

各都市別の昼夜間⼈⼝⽐率の推移

出典：総務省「国勢調査」 69

※昼間人口：就業者または通学者が従業・通学している従業地・
通学地による人口で、国勢調査の従業地・通学地集計
の結果を用いて算出される人口です。

交流人口：通勤・通学のほか、観光、買い物、レジャーなど何らかの
目的で域外から訪れる人口です。
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４．⼈⼝の将来⾒通し・基本的な視点・
取組みの方向性
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■ ⼈⼝の将来⾒通し（シミュレーション）【定住人口】
○ 出⽣率を改善し、東京圏への⼀極集中を解消することにより、⼈⼝減少傾向を抑制できます。

４．⼈⼝の将来⾒通し・基本的な視点・取組みの⽅向性

●若い世代の就労・出産・子育ての希望が実現したら
☞出⽣率が 、 2020年に 1.6程度 、 2030年に 1.8程度 、 2040年に 2.07 と想定
※ 府と全国平均との出⽣率の差（2005〜2014年の平均）を加味すると、2040年に
794万人になると推計されます。

●東京圏への一極集中を是正したら
☞東京圏への転出超過数がゼロになる

●人口減少傾向が抑制できれば
☞社会増減・自然増減ともに
上記２つの条件を満たした場合

☞823万⼈〜837万人の間になると
推計されます。

※ 社会増により、出生数も変化する
ため、58万人+27万人と87万人は
一致しません。
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58万人増
27万人増

87万人増

73万人増

（H27） （H32） （H37） （H42） （H47) （H52) （H27） （H32） （H37） （H42） （H47) （H52)

（H27）（H32）（H37）（H42）（H47) （H52) （H57) （H62) （H67)（H72)
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■ 基本的な視点
○ 我が国の人口構造は、数の面でも構成の面でも将来にわたって大きく変化することが予測されます。特に、
大阪府は都市部では最も早く人口減少を迎えるとともに、高齢者人口が2010(平成22)年からの30年間
で、約40％増（196万人⇒269万⼈）と全国を⼤きく上回るスピードで⾼齢化が進む⾒込みです。
○ 人口減少・超高齢社会では、⾼齢化による⽣活不安の増⼤、⽣産年齢⼈⼝の減少による経済成⻑ヘの
悪影響、人口減少・世帯数の減少による空家・空地の増加など、様々な「負の影響」が指摘されています。
これらの変化に対して、何も対策を講じず、⼈⼝増加期の制度や仕組みを改めなければ、⾏政サービスの低
下や社会保障の需要増大に伴う負担の増加など、厳しい未来が到来するおそれがあります。
○ しかし、景気や災害などと異なり、⼈⼝の変化は⻑期にわたって⼀定の傾向を予測でき、また、対策を講じ
ることが可能です。人口減少・超高齢社会の到来を「変革のチャンス」と捉え、これまでの考え方やライフスタイ
ルを改めるなど、私たち一人ひとりが改革に取り組むことが求められます。
○ 具体的には、将来に向けて出⽣率の向上をめざし、⼈⼝構造を変えていく取組みと、直⾯する「⼈⼝減
少・超⾼齢社会」においても、持続可能な社会システムを構築する取組みをバランスよく⾏うことが必要です。
○ また、⼤阪府を中⼼とした関⻄都市圏はわが国第⼆の経済圏であり、東京経済圏とともに、⽇本の成⻑を
けん引する役割が期待されています。また、2011(平成23)年の東日本大震災では、首都圏を含む広範な
範囲が被災することにより、⼤阪・関⻄がその代替拠点としての機能を発揮する必要性が改めて明らかになり
ました。
このような「⼤阪」が有する都市としての強みを活かし、経済機能・都市魅⼒等をさらに強化することにより、
昼間・交流⼈⼝の増加を図るなど、東⻄⼆極の⼀極としての社会経済構造を構築することも重要です。

４．⼈⼝の将来⾒通し・基本的な視点・取組みの⽅向性
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【人口減少・超高齢社会に向けた基本的な視点】
○ 今後本格的に到来が予想される「人口減少・超高齢社会」においても、持続的発展を実現するために、次
の基本的な視点のもとに取組みを進めていきます。
● 出⽣率を向上させることにより⼈⼝減少傾向を抑制し、将来予想される⼈⼝構成を変えていく。
● 今後の⼈⼝減少・超⾼齢社会に的確に対応するため、若者・⼥性・⾼齢者・障がい者などすべての人が
活躍できる持続可能な社会システムを再構築する。
● 都市としての経済機能や魅⼒を⾼め、活気あふれる「⼤阪」を実現する。

４．⼈⼝の将来⾒通し・基本的な視点・取組みの⽅向性
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■ 取組みの方向性
○ 基本的な視点を踏まえ、以下の3つの柱で取組みを進めます。

○ 具体的な⽅向性の内容については、⼤阪府まち・ひと・しごと創⽣総合戦略において、記載します。

Ⅰ 若者が活躍でき、
子育て安心の都市
「大阪」の実現

Ⅲ 東⻄⼆極の
一極としての社会
経済構造の構築

Ⅱ 人口減少・
超高齢社会でも持続
可能な地域づくり

４．⼈⼝の将来⾒通し・基本的な視点・取組みの⽅向性
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【参 考】大阪府の将来人口の推計方法について

○ この人口ビジョンで使用している将来推計人口は、「大阪府の将来推計人口の点検について」（平成26
年３⽉）の３つのパターンのうち、ケース２を採用し、2015(平成27)年（※）からの⼈⼝推計を⾏ってい
ます。
※ 基準人口としている2015(平成27)年の値は、上記の府独⾃推計における推計値であり、実績値と異なる可能性があります。

・ 2007(平成19)年-2012(平成24)年の府の社会増減数を反映し、基準となる移動率を算定。
ケース１（転入超過大）：2007(平成19)年-2012(平成24)年の動向が今後も継続するものとして、基準となる移動率をそのまま設定。
ケース２（転入超過中）：国推計で言われている全国的な縮小傾向に合わせ、府の直近５年間の動向を反映した移動率を設定。
ケース３（転入超過小）：国推計で言われている全国的な縮小傾向に合わせ、府の直近10年間の動向を反映した移動率を設定。

４．⼈⼝の将来⾒通し・基本的な視点・取組みの⽅向性
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（百万人）

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

ケース1 886.5 884.6 873.4 854.0 829.1 800.6 769.3

ケース2 886.5 881.4 866.8 844.1 816.0 784.1 749.9

ケース3 886.5 880.6 864.5 840.2 810.6 777.2 741.5

(H22)  (H27)  (H32)  (H37)  (H42)  (H47)  (H52) (年)

(年)
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４．⼈⼝の将来⾒通し・基本的な視点・取組みの⽅向性

○ また、⼈⼝の将来⾒通し（シミュレーション）【P.72】については、以下の条件でシュミレーションしています。

●若い世代の就労・出産・子育ての希望が実現したら
【出生の仮定】
２パターンの出⽣率の仮定値を設定し、推計しています。
① 国に準拠 ⇒ 2020年：1.6、2030年：1.8、2040年：2.07
② 府出⽣率と全国平均出⽣率の実績値では、おおよそ0.1ポイントほどの差があることを加味し、府独⾃の出⽣率
の仮定値を設定 ⇒ 2020年：1.49、2030年：1.68、2040年：1.93

＜参考＞2014年の府出⽣率：1.31、全国：1.42（差：0.11）、2005年〜2014年における出⽣率の差の平均：0.933

●東京圏への一極集中を是正したら
【社会移動の仮定】
⼤阪府から東京圏へ転出する⼈⼝は毎年４万⼈程度ですが、東京圏から⼤阪府への転⼊は３万⼈程度にとどまって
おり、約１万人が転出超過となっています。
このため、東京圏への転出超過が０となることを想定した純移動率を仮定値とし、推計しています。

＜参考＞2014年に⼤阪府から東京圏へ転出した数：10,905人、2010年〜2014年の５年間の合計：37,902人

●人口減少傾向が抑制できれば
上記2つのケースをどちらも満たした場合のシミュレーションを⾏っています。

※ 2040年以降についてはシミュレーションは⾏っておらず、⻑期的に⼈⼝が維持されていくことを想定したイメージ図です。


